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３．「小児のアレルギー疾患保健指導の手引き」の改訂 
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 三橋 静香 横浜市こども青少年局こども家庭課 
 

研究要旨 

アレルギー疾患のアンメットニーズは乳幼児期に多いと考えられるが、それに応える保

健指導を円滑に進めることを目的に、平成 30年度厚生労働行政推進調査事業補助金（厚

生労働科学特別研究事業）「アレルギー疾患に対する保健指導マニュアル開発のための研

究」（研究代表者：足立雄一 富山大学大学院医学薬学研究部小児科学講座教授）におい

て「小児のアレルギー疾患保健指導の手引き」（以下、「手引き」とする）が作成され、各

自治体へ周知が行われた。しかし、この「手引き」の効果については明らかではない。そ

こで、本研究では、各自治体において乳幼児の保健指導を行う部署を対象に、「手引き」

の活用状況並びに問題点について調査を行い、アンメットニーズに応えるべく「手引き」

の改訂を行った。本年度は無作為抽出した 529の自治体に送付したアンケートの結果を集

計／解析して、それをもとに「手引き」を改訂した。 

 

 

A 研究目的 

アレルギー疾患のアンメットニーズは乳

幼児期に多いと考えられるが、それに応え

て保健指導を円滑に進めることを目的に、
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平成 30 年度厚生労働行政推進調査事業補

助金（厚生労働科学特別研究事業）「アレル

ギー疾患に対する保健指導マニュアル開発

のための研究」（研究代表者：足立雄一 富

山大学大学院医学薬学研究部小児科学講座

教授）において「小児のアレルギー疾患保健

指導の手引き」（以下、「手引き」とする）が

作成され、各自治体へ周知が行われた。この

「手引き」作成にあたっては､先に保健指導

の担当者を対象とした調査が行われ､何が

指導の現場で求められているかの可視化が

なされたが（加藤泰輔 他 わが国におけ

る小児アレルギー疾患に対する保健指導の

現状に関する検討. 日本小児アレルギー学

会誌 2021:35:94-100）、「手引き」配布後に

は調査がなく、その効果については明らか

ではない。そこで、本研究では、各自治体に

おいて乳幼児の保健指導を行う部署を対象

に、「手引き」の活用状況並びに問題点につ

いて調査を行い、アンメットニーズに応え

るべく「手引き」の改訂を行うこととした。 

 

B 研究方法 

前年度に、「手引き」の活用状況と現場での

ニーズを明らかにするための調査項目を決

定し、アレルギー疾患の保健指導の実施状

況、保健指導をする疾患、指導マニュアル

(独自のものも含む)の整備状況、「手引き」

の利用状況(全般、よく用いる項目など)を

調査したので、回答を集計し、「手引き」に

ついての評価、要望、保健指導における問題

点を明らかとした。 

 これをもとに、「手引き」の改訂を最新の

医学情報を取り入れながら、実施した。本研

究の研究分担者、研究協力者がそれぞれの

章を担当、全体での協議を重ねて、最終版と

した。 

 

C 研究結果 

自治体アンケートの集計結果は資料 4 に示

す。521箇所に送付して 275箇所（52.8％）

より回答を得た。回答した自治体の中で、ア

レルギー疾患に関する指導を行っていたの

は 89．1％で、指導内容は食物アレルギー、

アトピー性皮膚炎が多く、発症予防がこれ

に続いた（図 1）。 

 

図 1 保健指導しているアレルギー疾患 

 
FA:食物アレルギー、AD：アトピー性皮膚炎、BA：気管支喘息、 

AR：アレルギー性鼻炎 

 

アレルギー疾患の保健指導のための指導マ

ニュアルは 91.8%で「ない」と回答、しかし

ながら、「手引き」を使っているのは 37.7％

のみであった。「手引きのどの部分を使う

か？の設問には食物アレルギー、アトピー

性皮膚炎、発症予防を使うと回答した自治

体が多く、実際の指導と一致していた。「手

引き」が保健指導に役立つか？の設問には

「とても役立つ」「役立つ」を合わせると、

すべての項目で 90％を越えていた。とくに、

「とても役立つ」は食物アレルギー、アトピ

ー性皮膚炎、発症予防、保健指導用リーフレ

ットで多かった。「手引き」は保護者から質

問を受けることを想定して、Q&A方式で記載

しているが、この形式が使いやすいか？の

設問には、「大変使いやすい」「使いやすい」
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を合わせて、89％であった。 

 「手引き」を使わない理由として、もっと

も多かったのは「存在を知らなかった」であ

り、周知不足が考えられた。 

 以上の結果をもとに、「手引き」を改訂し

た。評価が高かった Q&A 方式を踏襲して、

参考情報へのアクセスを容易にする QR コ

ード追加、要望のあった新たな Q&A 追加、

イラストの更新、新情報の追加などを行っ

た（図 2，3） 

 

図 2 改訂版「手引き」表紙 

 

 

図 3 裏表紙 

 

図 4 サンプルページ 
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今後の活用、普及のために、全国都道府県に

冊子を送付、アレルギーポータルより自由

にダウンロードできることを通知した。 

https://allergyportal.jp/bookend/guideline/bg191025-16/ 

D 考察 

アレルギー疾患は小児期早期に発症して、

発現の形式を変化させながら､生涯にわた

って持続することが多く、アレルギーマー

チと言われているが、乳幼児期はその最上

流にあり、この時期での正しい保健指導は

たいへん重要である。「小児のアレルギー疾

患保健指導の手引き」は妊娠中から幼児期

に至るまでの重要な時期において、指導す

べきこと、あるいは妊産婦、母親が不安に感

じていることについて、Q＆A方式でわかり

やすく解説されている。本研究では全国の

自治体に利用状況の調査を行ったが、「手引

き」を使用している自治体では概ね好評で

あり、活用されていることがわかった。しか

しながら、使用していない自治体は「存在を

知らなかった」と回答しており、周知に課題

が残ることが明らかとなった。 

調査結果をもとにした改訂作業では、よ

り完成度を高めて、使いやすい形を目指し、

2023改訂版を発刊することが、今後の継続

して利用促進を図っていきたい。 

 

E 結論 

「小児のアレルギー疾患保健指導の手引き」

活用状況を調査、「手引き」改訂に反映させ

て 2023 改訂版を発刊した。この新しい「手

引き」がアンメットニーズに応えるための

ツールとして活用が進むことを期待するす

る。 

 

F 健康危険情報 

なし 

 

G 研究発表 

なし 

 

H 知的財産権の出願・登録状況 

該当なし 



41 
 

（資料 4）「小児のアレルギー疾患保健指導の手引き」利用状況調査結果 
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